GHQ/SCAP「指示文書」における貸借対照表に関する会計規定の分析 by 山田 ひとみ
Title GHQ/SCAP「指示文書」における貸借対照表に関する会計規定の分析 
Author(s) 山田, ひとみ 

















聖学院学術情報発信システム ： SERVE 






















　本稿では GHQ/SCAP の ESS が作成した，財務諸表の様式（フォーム）が付された英文財務諸
表作成に関する指示書を GHQ/SCAP「指示文書」と呼び，GHQ/SCAP「指示文書」は現在下記
〈原著論文〉
政治経済学部・政治経済学科 論文受理日 2015 年 7 月 9 日





　⑶　財務諸表作成に関する指示書（1947 年 11 月 17 日付）









a．1945（昭和 20）年 11 月 24 日
　日本政府より「会社の解散の制限等に関する件」（勅令 657 号）が公布され，主要な商工業社
のほとんどが「制限会社」と指定される。
b．1946（昭和 21）年 5月 27 日
　GHQ/SCAP より，ESS の調査統計部（Research & Statistics Division）が求める財務報告に
関する資料について，日本の政府及会社に対し提出を求める指令（SCAPIN1337―A）が発せら
れる。制限会社は過去 10 年間の財務諸表と，その後も定期的に財務諸表をESS に提出しなけれ
ばいけなくなった。（1）














　制限会社である特別経理会社に対する GHQ/SCAP の指導は，1947 年と，1948 年に行われ，
再編成計画には次の財務記録を含むものとされた。
　　イ　1946 年 8 月 11 日以前に終わる決算期の貸借対照表
　　ロ　1946 年 8 月 11 日以後の期間の損益計算書
　　ハ　1946 年 8 月 11 日に終わる決算期の新旧勘定別貸借対照表
　　ニ　特別損失の計算　　戦時補償特別税及び
　　　　1946 年 8 月 11 日から任意に設定した 1947 年 8 月 31 日までの旧勘定の損益計算書を含む
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したとある。
　「指示文書」の内容については，1947 年後半に ESS から「指示文書」の修正を依頼された黒澤
清氏の証言によれば，「工業会社及商事会社の財務諸表作成に関する指示書」（上記 2―（4）参照）は，










関する指示書（1947 年 11 月 17 日付）」（8）（上記 2―（3）参照）における会計規定と，1934 年に商工
省財務省管理委員会が発表した「財務諸表準則」（9）における会計規定を比較することにより，どの
程度，会計規定が継承されているのかを検証する。比較にあたっては，次のように呼ぶこととする。
　・商工省　財務諸表準則，1934（昭和 9）年 9月 →［商工省準則 1934］

























　この点は類似しており［ESS 指示書Nov. 1947］では資産，負債，正味財産（Net Worth），［商
工省準則 1934］では資産，負債，資本の 3つに大別する。

































図 1　貸借対照表の中分類項目一覧（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）
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5．配列法






















　　（製　  造　  工　 業） 原料（又は材料）　　貯　蔵　品　　仕　掛　品　　製　品　　複製品
　　（請負工事又は注文制作を主とする工業） 材　　料　　品　　半 成 工 事









仮 払 金 未 決 算 ◯ ◯ 買 収 費 代 理 店 へ 貸
社内貸付及立替金 未経過保険料 未 経 過 割 引 料 社債発行差金及発行費
建 設 利 息 開 発 費 広 告 宣 伝 費 創 業 費
貸 付 有 価 証 券 差 入 保 証 金 保証差入有価証券 保 管 有 価 証 券









仮 受 金 代 理 店 よ り 借 未経過受入利息 未経過受入割引料









（特 定 せ る 資 産 の 減 価） 減価償却引当金 貸 倒 引 当 金










（偶　発　債　務）　（貸方） 割 引 手 形 保 証 債 務
（偶発債務見返務）　（借方） 割 引 手 形 見 返 保 証 債 務 見 返 退職給与引当金
（先　物　売　買）　（貸方） 先物買受契約未払 先 物 買 渡 契 約






















外 国 国 債 外 国 会 社 株 式 固定資産（原価より減価償却金を差引たる額） 現 金










未償却社債発行差金 未償却建設利息 未 償 却 創 業 費 未償却研究調査費



























図 2　Ⅳ．繰延費用及び前払費用（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）
















　［ESS 指示書Nov. 1947］では，引当金（Reserve, Reserve Account）という用語には 3種類の勘
定を示すために使用されるために会計学用語に混乱を生じさせることがあるとしている。（a）評価
性引当金（Valuation Reserves），（b）負債を示す引当金（Liability Reserves），（c）剰余積立金





　［商工省準則 1934］では，上記［ESS 指示書Nov. 1947］中の（a）～（c）あたる引当金が，引当
勘定中に混在していた。具体的には，減価償却引当金，貸倒引当金，修繕引当金，納税引当金，退
職給与引当金，自家保険引当金ならびに利益の留保，寄付の受納等によって特殊基金又は資金を設

















価格（Balance Sheet Value）」，（C）「見積実際価格（Estimated Actual Value）」を併記し，（D）
にて差額を表記する「流動資産及び投資の見積実際価格表（Schedule of Estimated Actual Values 
of Current Assets and Investments）」を作成することが求められている。








図 4　Ⅹ．繰延収入（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）









図 5　Ⅴ．負債引当金（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）



















　［ESS 指示書 Nov. 1947］勘定科目の 2.3．については，第二次世界大戦後の 1946（昭和 21）年
の新円切替の施行と同時になされた預金封鎖に対応した勘定科目，7．については「極めて稀であ
るが」と注記があり，工業会社が銀行に資金を融通した際，その貸金が 1年以内に返済される短期














文書名 ［商工省準則1934］ ［ESS 指示書Nov. 1947］ ［商工省準則 1934］ ［ESS指示書Nov. 1947］
中分類
流動資産 /雑勘定・















































































図 6　Ⅰ．国内流動資産（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）





















関係会社有価証券 　a． 発行総数の 10％以上を所有する
株式





























文書名 ［商工省準則 1934］ ［ESS 指示書Nov. 1947］





















　　（11 項より 12 項を差引きたる額）
建設仮勘定 14．建設仮勘定（帳簿価額）
図 8　Ⅲ．国内固定資産（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）





































文書名 ［商工省準則 1934］ ［ESS 指示書Nov. 1947］





























































図 9　Ⅷ．国内流動負債（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）































図 10　Ⅸ．国内長期負債（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）
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図 11　XIV．正味財産（［商工省準則 1934］と［ESS指示書Nov. 1947］の比較）
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GHQ/SCAP, Instruction for preparation of Financial Statements of Manufacturing & Trading 
Companies (Kogyo B Gaisha Oyobi Shoji B Gaisya No Zaimu Shohyo Sakusei Ni Kansuru 








　 “Instructional Documentations” which GHQ/SCAP made are instructions made according to 
the accounting practice of Occidental countries.  However, GHQ referred to Japanese accounting 
standards when GHQ made these “instructions”.  In this report, I compare prewar Japanese ac-
counting standards with these instructions (referred to as “remit”).  I focus on accounting rules 
for balance sheets in particular and attempt to clarify both similarities and differences between 
those Japanese accounting standards and Occidental practice.  The nomenclature used for these 
accounting rules (Japanese and Occidental) is similar, but it is revealed that the rules themselves 
are different in many respects: e.g., the division of accounts, sequencing methods for accounts, 
forms, and depreciation of assets.
Key words: “Instructions”, “Instructional Documentations”, GHQ/SCAP, Balance Sheets
